
本 年 度 末 前 年 度 末 増         減

10,609,709,559 10,813,277,447 △ 203,567,888

9,972,012,787 10,026,585,586 △ 54,572,799

3,714,467,140 3,714,467,140 0

5,247,550,170 5,390,633,347 △ 143,083,177

339,303,453 245,848,892 93,454,561

93,006,819 104,323,728 △ 11,316,909

112,479,550 101,229,636 11,249,914

8,897,176 9,238,705 △ 341,529

454,331,216 453,141,219 1,189,997

1,977,263 3,713,153 △ 1,735,890

0 3,989,766 △ 3,989,766

50,000,000 50,000,000 0

50,000,000 50,000,000 0

587,696,772 736,691,861 △ 148,995,089

566,720 566,720 0

2,393,408 2,393,408 0

2,703,641 4,401,488 △ 1,697,847

434,696,000 573,243,644 △ 138,547,644

76,394,598 76,394,598 0

11,571,000 7,866,000 3,705,000

47,188,800 57,506,050 △ 10,317,250

9,198,878 9,198,878 0

2,791,281 4,928,629 △ 2,137,348

192,446 192,446 0

3,599,902,372 3,657,184,769 △ 57,282,397

2,667,065,404 2,881,474,393 △ 214,408,989

404,749,771 440,686,523 △ 35,936,752

10,061,109 11,139,041 △ 1,077,932

6,264,000 9,344,000 △ 3,080,000

13,169,450 14,372,450 △ 1,203,000

300,564,334 100,182,942 200,381,392

0 72,544 △ 72,544

692,500 1,576,554 △ 884,054

16,338,224 20,641,741 △ 4,303,517

180,997,580 177,694,581 3,302,999

14,209,611,931 14,470,462,216 △ 260,850,285

構 築 物

教 育 研 究 用 機 器 備 品

長 期 貸 付 金

長 期 奨 学 貸 付 金

収 益 事 業 元 入 金

預 託 金

現 金 預 金

資 産 の 部 合 計

未 収 入 金

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

仮 払 金

短 期 奨 学 貸 付 金

預 り 金 引 当 資 産

有 価 証 券

特 定 資 産

医 療 用 機 器 備 品

建 設 仮 勘 定

立 替 金

前 払 金

有 価 証 券

　貸　　　借　　　対　　　照　　　表　

令和7年3月31日

（単位　円）

　資　産　の　部
科　　　　　　　　　目

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

そ の 他 の 固 定 資 産

借 地 権

電 話 加 入 権

流 動 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

差 入 保 証 金

車 両

図 書

管 理 用 機 器 備 品

長 期 前 払 金

第３号基本金引当特定資産



　負　債　の　部
本 年 度 末 前 年 度 末 増         減

1,262,147,938 1,234,597,068 27,550,870

90,200,000 60,000,000 30,200,000

5,309,260 852,840 4,456,420

1,166,638,678 1,173,744,228 △ 7,105,550

882,200,263 973,889,963 △ 91,689,700

53,200,000 20,000,000 33,200,000

234,447,248 356,164,640 △ 121,717,392

345,992,610 353,701,420 △ 7,708,810

248,560,405 244,023,903 4,536,502

2,144,348,201 2,208,487,031 △ 64,138,830

　純 資 産 の 部
本 年 度 末 前 年 度 末 増         減

基　本　金 23,089,073,932 23,285,306,823 △ 196,232,891

22,694,073,932 22,890,306,823 △ 196,232,891

50,000,000 50,000,000 0

345,000,000 345,000,000 0

△ 11,023,810,202 △ 11,023,331,638 △ 478,564

△ 11,023,810,202 △ 11,023,331,638 △ 478,564

12,065,263,730 12,261,975,185 △ 196,711,455

14,209,611,931 14,470,462,216 △ 260,850,285

13,600,310,672

1,824,927

　

第 ４ 号 基 本 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

　純　資　産　の　部　合　計

          ４．徴収不能引当金の合計額 円

（注記）　１．重要な会計方針

　　　　　　（１）引当金の計上基準

　　　　　　　・徴収不能引当金

                  未収入金・貸付金の徴収不能に備えるため、過去の徴収不能実績率等に基づき見積

                  もった徴収不能見込額を計上している。

　　　　　　　・退職給与引当金

　　　　　　　　　退職金の支給に備えるため、期末要支給額
1,320,272,600

円を基にして、1,147,811,000

          ３．減価償却額の累計額の合計額

　　　　　２．重要な会計方針の変更等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし

　　　　　　（２）その他の重要な会計方針

円

科　　　　　　　　　目

固 定 負 債

　　　　　　　・外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準

　　　　　　　・有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　外貨建長期金銭債権債務については、取得時又は発生時の為替相場により円換算
　　　　　　　　している。
　　　　　　　・預り金その他経過項目に係る収支の表示方法
　　　　　　　　　前期末残高は、預り金支払支出・仮払金回収収入・立替金回収収入として、
　　　　　　　　当期末残高は、預り金受入収入・仮払金支払支出・立替金支払支出としている。

　　　　　　　　私立大学退職金財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入れ調整額を
　　　　　　　　加減した金額の100％を計上している。

　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法である。

未 払 金

　繰　越　収　支　差　額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

前 受 金

預 り 金

流 動 負 債

第 １ 号 基 本 金

負 債 の 部 合 計

科　　　　　　　　　目

短 期 借 入 金

　　　　　　　　　外貨建短期金銭債権債務については、期末時の為替相場により円換算しており、

退 職 給 与 引 当 金

長 期 未 払 金

長 期 借 入 金

第 ３ 号 基 本 金



152,644.14 1,404,231,956
41,504.84 4,184,664,712

　　　　　６．翌年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額
229,885,245

　　　　　７．当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合の

　　　　　　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

（１）有価証券の時価情報
① 総括表 （単位　円）

② 明細表 （単位　円）

（２）デリバティブ取引について注記対象となる取引はない。

㎡ 円

0

※１ 時価が貸借対照表計上額を超える満期保有目的の債券には、仕組債（貸借対照表計上
額：132,696,000円、時価：140,234,210円、差額：7,538,210円）、時価が貸借対照表計上額
を超えない満期保有目的の債券には、仕組債（貸借対照表計上額：600,000,000円、
時価：588,124,000円、差額：△11,876,000円）を含んでいる。

　有価証券　合　計 785,260,334

(△ 12,866,000)

2,000,000　時価のない有価証券

合　　　計

　　　　　５．担保に供されている資産の種類及び額
　　　　　　担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

㎡ 円
延建　物

土　地

　　　　　８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　時価が貸借対照表計上額を
　超えるもの

当 年 度（令和 ７年 3 月 31 日）

貸借対照表
計　上　額

時　　　価 差　　　額

132,696,000 140,234,210 7,538,210

(△ 5,327,790)

　債　券 782,696,000

（うち満期保有目的の債券） (782,696,000) (777,368,210)

(132,696,000) (140,234,210) (7,538,210)

650,564,334 637,694,860 △ 12,869,474

（うち満期保有目的の債券）

　時価が貸借対照表計上額を
　超えないもの

（うち満期保有目的の債券） (650,000,000) (637,134,000)

2,000,000

783,260,334 777,929,070 △ 5,331,264

円

　その他 0 0 0

　合　計 783,260,334 777,929,070 △ 5,331,264

　投資信託 564,334 560,860 △ 3,474

　貸付信託 0 0

　有価証券合計 785,260,334

777,368,210 △ 5,327,790

　株　式

　　　　　　その旨と対策

0 0 0

種　　　類
貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

当 年 度（令和 ７年 3 月 31 日）

　時価のない有価証券



（３）所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている

　　所有権移転外ファイナンス・リースは、次のとおりです。
　　平成21年４月１日以降に開始したリース取引

リース総額 未経過リース料期末残高
9,307,980 3,825,800
9,382,920 5,251,970
1,722,600 1,422,740

891,000 29,700

（４）関連当事者との取引
　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

　　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　当法人は借入金に対して理事長谷口和彦より債務保証を受けている。なお、保証料の支払いは行っていない。

円円
円

円

円

円　　　ソフトウエア
　　　管理用機器備品 円 円

リース物件の種類
　　　教育研究用機器備品
　　　医療用機器備品

役員の
兼任等

事業上
の関係

理事長 谷口 和彦 － － － － －
債務

被保証
当法人の借入に
対する被保証 60,000,000円 － －

関係内容

取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高
議決権の
所有割合

属　性
役員、法人
等の名称

住　所
資本金又
は出資金

事業内容又
は職業


